
国民健康保険特別会計 
                               
○平成17年度決算状況  
 

歳    入 決  算  額 歳    出 決  算  額 

 １．国民健康保険料 8,003,022,856円  １．総務費 304,869,934円

 ２．一部負担金 0円  ２．保険給付費 15,969,085,851円

 ３．国庫支出金 6,453,471,706円  ３．老人保健拠出金 4,611,474,410円

 ４．県支出金 744,287,284円  ４. 介護納付金 1,518,749,424円

 ５.療養給付費等交付金 5,427,960,789円  ５．共同事業拠出金 383,696,742円

 ６. 共同事業交付金      411,322,164円  ６．保健事業費 106,661,225円

 ７．財産収入 760,533円  ７．基金積立金 760,533円

 ８．繰入金 1,904,223,000円  ８．公債費 126,780円

 ９．繰越金 32,018,492円  ９．諸支出金 63,670,772円

 10．諸収入 56,548,106円  10．予備費 0円

    

合    計   23,033,614,930円 合    計   22,959,095,671円

 

  
 

収    支 74,519,259円

 

 
歳入 
 
款１ 国民健康保険料  

予算現額 調定額 収納額 不納欠損額 収入未済額 
 

  8,145,195,000円  11,507,675,922円   8,003,022,856円   870,510,703円   2,634,142,363円

 

 
国民健康保険事業に要する費用に充てる主要な財源であり、保険給付費の支払い及び介護納付金に見
合う収入を確保するため、納付相談、休日訪宅及び口座振替の推進等の充実により収納率向上に努めま
した。現年度収納率は89.5%でした。また、合併に伴う激変緩和措置として48,690千円を減額しました。 
 

 ○国民健康保険料の内訳                              

項 目 予算現額(円) 調定額(円) 収納額(円) 不納欠損額(円) 収入未済額(円) 
 

 一般現年度分 
滞納分 

 退職現年度分 
滞納分 

 

  5,964,711,000 
157,137,000 

  2,013,184,000 
10,163,000 

 

  6,521,383,390 
  2,726,174,732 
  2,152,298,120 
107,819,680 

 

  5,651,634,077 
222,547,401 

  2,111,956,702 
16,884,676 

 

      704,328 
  844,977,642 
         0 
24,828,733 

 

869,044,985 
  1,658,649,689 

40,341,418 
66,106,271 

 

 

 
 
款２ 一部負担金  

予算現額 調定額 収入済額 予算現額との比較 
 

4,000円 0円 0円 △ 4,000円

 



款３ 国庫支出金  

予算現額 調定額 収入済額 予算現額との比較 
 

6,357,575,000円 6,453,471,706円 6,453,471,706円   95,896,706円

 

国民健康保険料とともに重要な財源であり、医療費の約４５％を賄っています。国の義務である国
庫負担金につきましては、該当する医療費の約36％の交付を受け、国庫補助金につきましては、算定
根拠に基づいて交付を受けました。 
 
 ○国庫支出金の内訳                                
 

区分 項   目 予算現額(円) 調定額(円) 収入済額(円) 予算現額との比較
 (円)

 国庫 
 負担 
 

 療養給付費負担金 
〃（過年度分） 

 老人保健拠出金負担金 
 高額医療費共同事業負担金 

3,738,609,000 
        1,000 
1,316,846,000 
   97,437,000 

3,756,733,004 
            0 
1,316,846,418 
   95,908,284 

3,756,733,004 
            0 
1,316,846,418 
   95,908,284 

   18,124,004 
△       1,000 
           418 
△   1,528,716 

 

 国庫 
 補助 

 普通調整交付金 
 特別調整交付金 

  903,512,000 
301,170,000 

  926,314,000 
357,670,000 

  926,314,000 
357,670,000 

  22,802,000 
56,500,000 

 

 
 
款４ 県支出金  

予算現額 調定額 収入済額 予算現額との比較 
 

788,879,000円 744,287,284円 744,287,284円 △ 44,591,716円

 

高額な医療給付の発生による国民健康保険の財政運営の不安定を緩和するための高額医療共同事業に
対する負担金の交付を受けました。 
また、平成１７年度から導入された都道府県調整交付金の交付を受けました。 
 

区分 項   目 予算現額(円) 調定額(円) 収入済額(円) 予算現額との比較 (円)
県  
負担 

高額医療費共同事業負担金 97,437,000 95,908,284 95,908,284 △   1,528,716 

県  
補助 

地域普通調整交付金 
地域特別調整交付金 

661,942,000 
29,500,000 

   557,796,000 
90,583,000 

557,796,000 
90,583,000 

△ 104,146,000 
  61,083,000 

 
 

款５ 療養給付費等交付金  

予算現額 調定額 収入済額 予算現額との比較 
 

5,318,728,000円 5,427,960,789円 5,427,960,789円      109,232,789円

 

退職者医療制度に基づき、退職被保険者の医療費から退職被保険者の保険料収入を差し引いた残額
の交付を受けました。 
 
 
 
款６ 共同事業交付金  

予算現額 調定額 収入済額 予算現額との比較 
 

411,322,000円 411,322,164円 411,322,164円 164円

 

月70万円以上の療養の給付費等に対して、県下の市町村及び県が出資して行っている事業であり、交
付基準を超えた額について交付を受けました。 



 
 
款７ 財産収入  

予算現額 調定額 収入済額 予算現額との比較 
 

785,000円 760,533円 760,533円 △ 24,467円

 

国民健康保険支払準備基金の運用益を収納しました。 
 
 
款８ 繰入金  
 

予算現額 調定額 収入済額 予算現額との比較 
 

1,904,223,000円 1,904,223,000円 1,904,223,000円          0円

 

繰入金は、一般会計繰入金と基金繰入金があり、一般会計繰入金は法定と法定外に分かれ、国民健康
保険事業の運営上重要な財源となっています。 
 

 ○繰入金の内訳                                     
 

区 分 項   目 予算現額(円) 調定額(円) 収入済額(円) 予算現額との比較
 (円)

 法 定 
 

 保険基盤安定繰入金 

（保険料軽減分） 

保険基盤安定繰入金 

（保険者支援分） 
 職員給与費等繰入金 
 出産育児一時金等繰入金 
 財政安定化支援事業繰入金 

 

778,596,000 

 162,800,000 
318,722,000 
 100,400,000 
78,415,000 

  

778,596,000 

 
162,800,128 
304,588,756 
92,400,000 
78,415,000 

 

778,596,000 

   
162,800,128 
304,588,756 
92,400,000 
78,415,000 

  0 

  
128 

△   14,133,244 
 △    8,000,000 
               0 

法定外  その他一般会計繰入金 429,167,000 451,300,116 451,300,116 22,133,116 

 

基 金  基金繰入金 36,123,000 36,123,000 36,123,000            0 

 

 
   保険基盤安定繰入金は、低所得者の保険料軽減分を補てんする制度で、国（1/2）・県（1/4）・市 
（1/4）が負担します。 

              医療分                            介護分 
    ７割軽減 17,979人 12,810世帯       4,033人  3,688世帯   

５割軽減  3,768人  1,468世帯              824人    655世帯     
   ２割軽減  6,172人  3,182世帯             1,447人   1,253世帯      
    職員給与費等繰入金は、国保事業に従事する職員等の人件費及び一般経費が対象です。 
  出産育児一時金等繰入金は 出産育児一時金として支給している30万円の２／３が対象です。 
    462件×30万円×２／３＝ 92,400,000円 
  財政安定化支援事業繰入金は、低所得者の割合、高齢者の割合、病院の病床数等を根拠に国が算定し、 
  普通交付税で措置されます。繰入額は市の実情に即して決定されます。 
その他一般会計繰入金は、医療費に充てるため一般会計から繰り入れました。 

 
 
款９ 繰越金  

予算現額 調定額 収入済額 予算現額との比較 
 

32,019,000円 32,018,492円 32,018,492円 △ 508円

 

 
 
 
 



款10 諸収入  

予算現額 調定額 収入済額 予算現額との比較 
 

46,262,000円 56,548,106円 56,548,106円  10,286,106円

 

自動車事故等のような第三者行為に関する求償額等を収納しました。 
 
 
歳出 
 
款１ 総務費 
項１ 総務管理費 
 目１ 一般管理費  

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

256,044,000円 250,502,313円 5,541,687円

 

国民健康保険事業運営に必要な人件費及び被保険者証や納付書の発行等の事務費として支出しまし
た。 
 〔一般職給〕        21人     166,409,913円 
 〔一般経費〕               84,092,400円 
   
 
 目２ 連合会負担金  

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

12,681,000円 12,680,907円 93円

 

県下の保険者が保険者の事務の共同処理、診療報酬の審査及び支払い等、保険者の共同目的達成のた
めに組織する国保連合会への運営費で、主に事務費・保健事業の推進に充てました。 
  
〔負担金〕                 
  ・三重県国民健康保険団体連合会 
           一般事業負担金           6,943,820円 
            保健事業負担金           5,737,087円 
          
 
項２ 徴収費 
 目１ 賦課徴収費  

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

46,757,000円 38,950,906円 7,806,094円

 

 
 

目的 保険料収納率の向上 

指標 現年度分収納率 目標 ９０．０％ 実績       ８９．５％ 
（１６年度 ９０．０％） 

説明 

保険料納付指導員の活用と、全課員体制による月１回の休日訪宅を実施し、未交渉世帯の 
減少を図るとともに、臨時職員による初期未納者への夜間電話による催告及び毎月１回の 
日曜納付相談窓口の開設、市税との合同滞納整理班の設置等滞納対策にあたってまいりま 
した。 
このほか、国保加入者の行方不明世帯についての実態調査による住民票消除、口座振替の 
推進などにより収納率の向上に努めました。 
今後も滞納世帯への接触を行い目標数値である現年度収納率９０.０％以上をめざしたい。 

  
 〔保険料納付指導員報償金等経費〕  12人   38,868,583円 （その他特財    281,178円） 
 〔賦課徴収経費〕                    82,323円 
 



 目２ 滞納処分費  

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 
 

45,000円 72円 44,928円

 

  
目的  滞納処分の実施 

指標 滞納処分件数 目標 ４５件 実績 ７２件 
（１６年度 ２６件） 

説明 
 

再三にわたる文書催告、電話催告、訪宅による納付指導にもかかわらず、支払い能
力がありながら納付しない滞納者に対して強制執行を実施しました。 
平成１７年度に設置した市税との合同滞納整理班の活動により、差押執行３７件収
納額8,753,399円の成果をあげました。 
今後も保険料負担の公平性を保つため、合同滞納整理班を通じて納税課と情報交換
を行い実効性のある滞納整理・滞納処分に取り組んでまいります。 

   
 
項３ 運営協議会費 
 目１ 運営協議会費  

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

1,079,000円 535,168円 543,832円

 

国民健康保険事業の諮問機関である国民健康保険運営協議会の開催等に係る経費で、本年度は２回開
催しました。 
 
 〔委員報酬〕                 308,100円 
  ・国民健康保険運営協議会委員 18人 
 〔運営協議会事務費〕             227,068円 
 
 
項４ 趣旨普及費 
 目１ 趣旨普及費  

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

2,437,000円 2,200,568円 236,432円

 

 
 

目的  国保ＰＲの実施 

指標 

広報「よっかいち」
への掲載 目標 

特集号年１回 
広報掲載24回 実績 

特集号年１回 
広報掲載24回 
（１６年度 特集号年１回 
      広報掲載24回） 

説明 
国民健康保険事業制度について、被保険者はもとより、市民に対して理解を促すために、広
報「よっかいち」国保特集号の発行、「国保のしおり」などのパンフレットによって啓発活
動を行いました。今後も国民健康保険制度理解のため啓発活動に努力してまいります。 

 
 
款２ 保険給付費 
項１ 療養諸費 
 目１ 一般被保険者療養給付費  

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

8,386,268,869円   8,386,268,869円 0円

 

療養費用額のうち本人負担（３割）を除いた残りの７割を保険者として負担しました。 
 
 



 目２ 退職被保険者等療養給付費  

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

5,744,474,638円 5,744,474,638円 0円

 

療養費用額のうち本人負担（３割）を除いた残りの７割を保険者として負担しました。 
 
 
 目３ 一般被保険者療養費  

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

113,098,766円 112,684,828円 413,938円

 

療養給付で医療を受けられない場合（コルセットの装着・柔道整復）や、緊急で保険証を持ち合わ
せていない場合などに、本人が費用額全額を医療機関等で支払い、後で申請により本人負担額を除く
額を払い戻しました。 
 
 
 目４ 退職被保険者等療養費  

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

72,444,838円 72,444,838円 0円

 

療養給付で医療を受けられない場合（コルセットの装着・柔道整復）や、緊急で保険証を持ち合わ
せていない場合などに、本人が費用額全額を医療機関等で支払い、後で申請により本人負担額を除く
額を払い戻しました。 
 
 
 目５ 審査支払手数料      

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

55,857,591円 55,692,134円 165,457円

 

療養取扱機関が診療費を請求する額について、国民健康保険団体連合会に委託審査してもらうため
の経費を支出しました。 
 
 
項２ 高額療養費 
 目１ 一般被保険者高額療養費  

予算現額 
 

支出済額 
 

翌年度繰越額 
 

不用額 
 

 

886,931,516円 886,447,762円 483,754円

 

同一月に医療機関で保険診療した時の一部負担金支払額が一定額を超えた時に、その超えた額を本人
申請により支出しました。   
 
 
 目２ 退職被保険者等高額療養費  

予算現額 
 

支出済額 
 

翌年度繰越額 
 

不用額 
 

 

485,132,782円 485,132,782円 0円

 

同一月に医療機関で保険診療した時の一部負担金支払額が一定額を超えた時に、その超えた額を本人
申請により支出しました。   
 
 
 
 



 
項３ 移送費 
 目１ 一般被保険者移送費    

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

100,000円 0円 100,000円

 

 
 
 目２ 退職被保険者等移送費    

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

60,000円 0円 60,000円

 

 
 
項４ 出産育児諸費 
 目１ 出産育児一時金      

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

150,600,000円 138,600,000円 12,000,000円

 

出産前後の諸費用の負担軽減が図られるよう、被保険者が出産した時に支出しました。   
 
 
項５ 葬祭諸費 
 目１ 葬祭費          

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

87,340,000円 
 

87,340,000円 
 

 0円 
 

 

被保険者が死亡した時に、葬儀を行った人に支出しました。   
 
 ○保険給付の状況 
 

区   分 決算額 一人当り 前年度比 うち特定財源 

 一般療養給付費 
 

8,386,268,869円  
 

146,462円 
 

  108.2％ 
 

  国庫支出金 
  保険料 
  その他特財 

3,869,802,219円  
3,345,454,584円  
67,039,892円  

 
 退職療養給付費 
 

    5,744,474,638円 

 
 

266,689円 
 

  108.5％ 
 

  療養給付費等交付金 
  保険料 
  その他特財 
 

4,118,794,550円  
1,616,391,470円  
9,288,618円  

 
 一般療養費 
 

112,684,828円  
 

1,968円 
 

  111.3％ 
 

  国庫支出金 
 保険料 

48,681,957円  
64,002,871円 

 退職療養費 
 

72,444,838円  
 

3,363円 
 

  107.8％ 
 

  療養給付費等交付金 
  保険料 
 

51,943,027円  
20,501,811円  

 
 一般高額療養費 
 
 

886,447,762円 
 

 15,481円 
 

  102.6％ 
 

  国庫支出金 
  保険料 

794,284,212円  
92,163,550円 

 
 退職高額療養費 485,132,782円  

 
 22,522円 
 

  111.0％ 
 

  療養給付費等交付金 
  保険料 
 

347,840,731円  
137,292,051円  

 

 



区   分 決算額 一人当り 前年度比 うち特定財源 

 出産育児一時金 138,600,000円 

 
   －    －   保険料  46,200,000円 

 

 

 
 葬祭費 87,340,000円 － －   保険料 87,340,000円 

 

     
 
 
款３ 老人保健拠出金 
項１ 老人保健拠出金 
 目１ 老人保健医療費拠出金 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
   

4,541,911,000円 4,541,910,278円 722円

 

老人保健法に基づく75歳以上の者（65歳以上の寝たきり等の障害者含む）を対象とした医療費を、
社会保険診療報酬支払基金に拠出金として支出しました。 
 
 
 目２ 老人保健事務費拠出金    

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

69,565,000円 69,564,132円 868円

 

社会保険診療報酬支払基金の審査支払関係事務に要する経費を支出しました。 
 
 ○老人保健拠出金の状況 
 

区   分 決算額 一人当り 前年度比 うち特定財源 

 老人保健医療費 
 拠出金 
 

4,541,910,278円 
 

188,806円 
 

   95.0％ 
 

 国庫支出金 
 療養給付費等交付金 
 保険料  
 

1,915,121,486円 
909,382,481円 
1,558,856,169円 

 

 

 事務費拠出金     69,564,132円 2,892円   107.3％ 保険料 69,564,132円 

 

 
 
款４ 介護納付金 
項１ 介護納付金 
 目１ 介護納付金   

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

1,518,750,000円 
 

1,518,749,424円 
 

 576円 
 

 

介護２号被保険者（40～64才）で賄う費用であり、社会保険診療報酬支払基金へ納付する経費を
支出しました。 
 
 
款５ 共同事業拠出金 
項１ 共同事業拠出金 
 目１ 高額医療費共同事業医療費拠出金  

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

389,752,000円 
 

383,633,136円 
 

 6,118,864円 
 

 

高額な医療給付の発生による国民健康保険の財政運営の不安定化を緩和することを目的として行わ



れている再保険事業の費用を支出しました。 
 
 目２ 高額医療費共同事業事務費拠出金  

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

60,000円 57,176円 2,824円

 

高額医療費共同事業に関する事務処理経費を支出しました。 
 
 

 目３ その他共同事業事務費拠出金  

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

10,000円 6,430円 3,570円

 

退職年金関係業務に関する事務の処理に要する経費を支出しました。 
 
 
款６ 保健事業費 
項１ 保健事業費 
 目１ 保健衛生普及費  

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

94,559,000円 90,821,225円 3,737,775円

 

  
目的 市民の健康維持の支援 
指標 基本健康診査受診者数 目標  15,000人 実績         11,628人 

(16年度  11,611人) 

説明 

保健センター実施の基本健康診査に独自項目を加えた国保総合検診を実施、脳ドック受
診者への助成、保健センターが実施する各種検診受診者への助成を行いました。 
基本健康診査受診者数については、対象者全員に受診案内を送付しているところであり
ますが、目標値を下回りました。今後は、目標値を達成すべくこれまで以上にＰＲを行
い、保健センターと連携をはかり充実に努めたい。 
なお、厚生労働省から国保ヘルスアップモデル事業として指定を受け、生活習慣病の改
善を目的に生活習慣病予備軍に対する個別健康支援プログラムを開発・実施し、大学の
評価チームの分析評価によるモデル事業を保健センターが実施主体で、平成１８年度ま
で継続して取り組みます。 

  
 〔胃がん・子宮がん検診等受診料助成費補助金〕 
・基本健康診査・各種がん検診助成    48,173,900円 

 〔保健衛生普及事業費〕           9,077,325円 
   ・うち国保総合検診               6,648,458円 
   ・うち脳ドック               629,350円 
  ・うち歯科検診               164,500円 
 〔医療費通知事業費〕            3,570,000円 
 〔ヘルスアップモデル事業費〕       30,000,000円 
 
 ○保健事業の展開状況 
 
  ア  国保総合検診 
  

年  度 対象年齢 対象者数（人） 受診者数(人) 受診率（％） 

本年度   40～72歳 51,520人    1,495人 2.9％

 

前年度   40～71歳 46,901人    1,373人 2.9％

 

 



 イ  脳ドック 
 

対象年齢 受診者数（人） 前年度（人） 
 

年齢制限なし ４１人 ４１人 

 

 
 ウ 歯科検診助成 
   

対象年齢 受診者数（人） 前年度（人） 

40、50、60、70歳 ３２９人 － 人 

 
 エ  基本健康診査・各種がん検診助成 
 

区  分 対象年齢 対象者数（人） 受診者数（人） 受診率（％） 前年度（％） 

  基本健康診査 
40～69歳 

  39歳以下 
 43,956 
    －

11,446 
          182 

26.0 
   －

27.2 
   － 

 
 胃がん検診  40～69   43,956 4,183   9.5   9.9 

 

  子宮がん検診 20～69 31,806 2,324   7.3   7.9 

 肺がん検診 40～69  43,956    1,322           3.0 

 

          3.7 

 
  乳がん検診 20～69  23,514  1,532 6.5 4.8  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

大腸がん検診   40～69   43,956   4,325 9.8 8.4 

肝炎検査 
40～65 

(5歳刻み) 
7,811    3,782   48.4   24.0 

 
 
 目２ 出産費資金貸付金  

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

16,800,000円 15,840,000円 960,000円

 

出産育児一時金の支給をうけることが見込まれる被保険者の世帯主に対し、出産育児一時金の８割
（24万円）を上限として貸し付けを行いました。 
 
 ○保健事業費の状況 
 

区   分 決算額 

enn 
一人当り 前年度比 うち特定財源 

 保健衛生普及費 
 

90,821,225円  
 

883円 
 

   98.5％ 
 

  国庫支出金 
  保険料 

30,000,000円 

60,821,225円 

 

 出産費資金貸付金 
 

15,840,000円  
 

   － 
 

   － 
 

  その他特財 
 

15,840,000円  
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 



款７ 基金積立金 
項１ 基金積立金 
 目１ 準備金積立金           

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

785,000円 760,533円 24,467円

 

国民健康保険の給付に関する事務を円滑かつ効率的に行うために設置している支払準備基金へ積み
立てる経費を支出しました。 
  ・国民健康保険支払準備基金 
   （昭和39年３月設置 本年度末現在高  209,241,847円） 
 
 
款８ 公債費 
項１ 一般公債費 
 目１ 利子               

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

1,500,000円 126,780円 1,373,220円

 

診療報酬の支払に充てる資金を一時借入した時の利息分として支出しました。 
 
 
款９ 諸支出金 
項１ 償還金及び還付加算金 
 目１ 一般被保険者保険料還付金     

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

18,001,220円 15,262,783円 2,738,437円

 

国民健康保険料の過誤納金の返還に充てる経費を支出しました。 
 
 
 目２ 退職被保険者等保険料還付金     

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

1,556,780円 1,459,661円 97,119円

 

国民健康保険料の過誤納金の返還に充てる経費を支出しました。 
 
 
 目３ 償還金             

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

46,949,000円 46,948,328円 672円

 

 
 
 目４ 小切手支払未済償還金       

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

1,000円 0円 1,000円

 

 
 
 
 
 



  目５ 一般被保険者還付加算金      

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

220,000円 0円 220,000円

 

 
  
 目６ 退職被保険者等還付加算金      

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

220,000円 0円 220,000円

 

 
 
款10 予備費 
項１ 予備費 
 目１ 予備費              

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 
 

3,000,000円 0円 3,000,000円

 

 


